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Iはじめに

　わが国の信託法26条1項は，受託者は，信託行為に別段の定めがある場合

を除いて，やむを得ざる事由ある場合に限り，他人をして自己に代わって信

託事務を処理せしめることができる旨規定する。信託は当事者間の個人的信

頼関係を基礎として成立するのであるから，受託者は原則として白ら信託事

務を処理すべきであり，例外的な場合を除いては，他人に信託事務を代行さ

せるべきではない，．というのがこの規定の趣旨であり，よって本条は，受託

者の自己執行義務，」または，代人使用禁止の原則を表明したものと一般に解

　　　　　ω
さ一れている。かかる義務は，言うまでもなく，英米信託法のもとでも一存在す

（！）四宮和夫『信託法（新版）』236－237頁；松本祭『信託法（特別津コンメシタール）』167－

　！68頁。なお，信託法26条の「他人」は，一般に「代人」と呼ばれる。法律行為であれば「代

理人」と呼ぶべきであるが，事実行為も含まれるので，こう呼ばれる。ただし，．わが国の通説

　は，「代人」を「独立の所見を以て事務を処理，決行する者」．と寒義し，信託事務処理の補助

者としての弁護士，銀行，ブローカーなどを除外する。（四宮・前掲．松本・前璃参照。）こ／

（53）



る。

　他方，専門的職務が複雑に発達した現代においては，実際上，一ひとりの受

託者がすべての信託事務を処理することは不可能に近い。．受託者は，さまざ

まな局面において信託事務の処理に関して，他人を使用する必要性に直面す

る。例えば，イギリスなど，英米法系諸国においてよく見られる民事信託の

場合には，受託者は，信託会計のために会計士や事務弁護士（SOhCitOr）を使

用し，投資の変更に関して助言を得るために専門の投資アドバイザーを使用

することを望むであろう。また，信託財産が外国に存在するような場合にも，

受託者は信託事務の処理に関して他人を代理人に選任せざるをえないことが

　　　ω
あろう。

　本稿は，イギリス信託法における，受託者の自己執行義務について考察す

るものであるが，それは，裏返して言えば，受託者の代理人選任権限につい

　　　　　　　　　　　　　㈹ての考察を意味するのである。

I　問題の所在

　信託の受託者が信託事務の処理に関して，自己に代わづ．て行為すべき他人

を選任する場合，。かかる他人は，一般に受託者の「代理人」（agent）と呼ば

　　ω
れる。

　㌧れらg者は，26条一1項の禁止の対象とはならず，・当然に使用が認められるものと解するので

　ある。しかし，私は，かかる「補助者」と「独立の所見を以て事務を処理、決行する者」との

　区別が曖昧なので、かかる補助者も26条1項の禁止の対象となると解した上で，たとい信託行
為において明示的に許容されていなくとも，かぶる補助者は，黙示的に使用が許されるものと

解したい。イギリス法は，わが国の通説gような区別をしないで，受託者が信書モ事務の処理に
　関しで使用する他人を，ナベて・とg㎝t・と呼ぶ。本稿では，慣例1こ従い，これを「代理入」

　と訳す。

（2）　Parker＆Mollows，The．Modom　Law　of　Trust日（5th　ed．），p．282．

（3）イギリろ信託法の体系書においては。自己執行義務の問題を，受託者ρ義務静のなかで扱
　うものと，一受託者の権限論のなかセ扱う一ものξがある。前者め例として，Undorhi1工＆

Hayton．L且w　Re1且ting　to　Tru昌t昌anかTrus七舵呂（15th　ed．）が，後者の例と一して，Hanbury
＆Martin，Modem　E句uity〔15th　ed．）がある。

（4）P趾kor＆Menows，supra＝，noto（2）at　p．282．

　　　　　　　　　　　　　　　（54）



　受託者の代理人が選任される場合には，以下の五つの点が問題となろう。

①代理人の選任に関して，受託者は，いかなる権限を有するか。

②かかる権限は，いかに行使されるべきか。一

③選任された代理人の権限の範囲はいかなるものか』

④代理人は信託財産から報酬を受けることができるか。

⑤代理人に義務違反があり，その結果として信託財産が損失を被った場

　　合には，受託者はかかる損失に対して責を負うか。

　以下では，これらの問題について，現代イギリス法に即して順次考察する

が，その前に，伝統的なエクイティの原則・について概観する。

㎜　伝統的なエクイティの原則

　信託事務を託された者（受託者）が，自らの職務を他人に委託するならば，

自らに課された義務を履行したことにはならず，かかる他人の義務違反につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帖〕
き，彼は責を負う’，というのが伝統的なエクイティの基本原則である。しか

し，エクイティは，一この原則を硬直的なもあとは扱わなかった。受託者が，

特定の技能をもった代理人を選任することを許容したのである。例えば，一

託者が信託事務を処理するに際して，法律問題に関して事務弁護士を使用し，

また，財務問題に関して証券ブローカーや銀行家を使用することは，通常の

取引慣行として許容された。この点は，18世紀の判例，Ex　p．B，1，hi，r事律

において，ハードウィック卿（Lord　Hardwicke）によって認められた。

　その後も，判例法は，取引上の必要性に基づく代理人の使用に対して，ま

すます寛容な態度を示すに至った。19世紀の二つの貴族院の判例，Speight

v．G，u，t事律およびL、、、。yd　v．Whit，1，y事律を通じて，受託者が，当該

（5〕　Turner　v，Cornoy（1841）5Beav．515at517．
（6）　（1754）Amb．2ユ8．

（7）　（1884〕9App．Cas．1．

（8〕　（！887〕12App．Ca昌．727．
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状況において合理的必要性があること，または，通常の取引慣行と合致してい

ることを証明すれば，代理人の使用は許されるとの原則が確立されるに至った。

　ただし，同時に，受託者は．代理人の選任に関して適切な注意を払い，適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲〕
切な職務分野において代理人を使用しなければならず，代理人を監督しなけ

　　　　　l1o〕
ればならない，とされた6代理人選任権限一を欠く受託者が代理人．を使用し

た場合には，その結果生じた，いかなる損失についても彼は代位責任を負っ

　　ol〕
たが，代理人選任権限を有する受託者の場合には，彼が代理人の選任・監督

　　　　　　　　　　　　　　　　　　o2〕につき過失があった場合にのみ責一を負った。

　しかしながら，裁量信託の受託者が，裁量権の行使を，他人に委託するこ

　　　　　　　　｛13〕
とは許されなかった。

IV　受託者の代理人選任権限

1．序　説

　現代イギリス信託法のもとでは，受託者の自己執行義務の例外と．して，い

かなる場合に受託者は，信託事務の処理に関して，代理人を選任することが

できるか。この点に関して，現在では，以下に見るように，制定法の規定が

重要となっている。

2．信託証書

信託証書（truSt　inStrument）自体が，受託者による代理人の選任を許容し

ている場合．には，受託者は，信託事務の処理に関して，代理人を選任するこ

　　　　㈹とができる。

（9）　Fry　v．Tap畠。n（1884）28Ch．D．268．

く1O）Row1畳nd　v．Witherdon（1851〕（3）Mac．＆G．568．

（ユ1）C1ough　v．Bond（1838）3My．＆Cr，490，at496－497．

（12）　Hanbury＆Martin，昌upra，note（3）at　p．560．

（ユ3）　Spoight　v．Gaunt（1884）9App．Ca畠．1．

（14）Parker＆Me11ow畠，昌upra，note（2）a七p．282．なお，日本信託法26条1項参照。
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3．1925年受託者法23条1．項

　！925年受託者法（Tmstee　Act1925）23条斗項は，受託者に対し，代理人

選任に関する主要な権限を付与している。すなわち，本条に基づいて，受託

者は，信託事務・の処理もしくは信託財産の管理に必要な取引もしくは行為を

なすべき事務弁護士，銀行家，証券ブローカー，または，その他のいかなる

者をも選任することができる。本条のもとでは，受託者は，．もはや代理人選

　　　　　　　　　　　　　　　uヨ〕任の必要性・を証明する必要はない。代理人の選任は，受託者の職務遂行のだ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　110〕
めの通常の手段と認められているのである。

　代理人選任の必要性は問わな、いのであるから，信託事務の処理もしくは信

託財産の管理に必要な取引もしくは行為をなす者を選任するのでありさえす

れば，受託者自身が当該取引もしくは行為をなすことができたとしても，か

　　　　　　　　　　o7〕
かる選任は許容される。

　この点に関して，モーム裁判官（Maugham　J．）は，次のように述べた。

「（王925年受託者法23条↓項）．は，代理人の使用に関する受託者の地位を大

．きく変更・した。受託者は，もはや自ら，いかなる現実の仕事をもなす必要が

なくなった。受託者は，．その必要性が現実に．あるかどうかを問わず，事務弁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○帥護士また．はその他の代理人を使用する一ことができるのである」と。

　実際上，受託者のほとんどすべての代理人は，本条の権限に基づいて選任

　　　　　○帥
されている。

4．その他の権限

　以上に述べた包括的な代理人選任権限のほかに，受託者には，次のような

具体的な権限が，制定法によって認められている。

（！5）本稿m参照。

（ユ6）　H且nbury＆Martin，日upra，note（3〕at　p．560．

（ユ7）　Re　Viokery［ユ931］1Ch．572．

（ユ8）Ibi4．，・tp．581．

（工9）Parkor＆Meuow目，畠upra，note（2）at　p．282．

　　　　　　　　　　　　　　　（57）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1㎜〕
①外国に所在する信託財産を取り扱うべき代理人を選任する権限。

②事務弁護士に受託者の署名のある捺印証書と領収書を所持させる権
　　｛21〕

　限。この権限は，売却代金と引き換えに，代理人たる事務弁護士が譲渡

　証書と領収書を引き渡す，といった通常の信託財産の売却において必要

　　　　　　　　　｛盟〕
　とされる権限である。

③事務弁護士または銀行家が保険会社から保険金を受領するために，受

　託者の署名のある保険金領収害を事務弁護士または銀行家に所持させる

権ぱ

④譲渡抵当（mOrtgage）によって担保される信託財産たる金銭の融資に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1盟〕　関して，鑑定人（Va1ue÷）を使用する権限。

5．裁量権の委譲

　（i）一般原則

　上述の諸原則は，事務処理的・管理的行為の委託に関するものである。そ

れに対して，受託者は，受託者としての基本的な職責または裁量権を他人に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　125〕委譲することはできない，というのが一般原則である。

　例えば，裁量信託の受託者が，受益者選定に関する裁量権の行使を，他人

　　　　　　　　　　　（囲〕
に委ねることは許されない。また，投資を行う受託者が，投資裁量権を他人

　　　　　　　　　　　　㈱〕に委譲することも許されない。

　（2）1925年受託者法25条

　かかる一般原則に対する例外のひとつが，1925年受託者法25条である。同

条のもとでは，受託者は，委任状（power　of　attomey）によって，自己の基

（20）　Tru昌tee　Aot1925，s．23（2〕．

（2｝）　Trustee　Aot1925，昌．23（3〕（a）．

（22）P日rkor＆M皇uow昌，supr日，note（2〕at　p．2831

（23）　Tru昌t舵Aot工925，s．23（3）（c）、

（24）　Trustoo　Aot1925，畠．8．

（25）　Speight　v．G邑unt（1884）9App．Ca日．1．

（26〕Ibid．なお、裁量信託については、拙稿「イギリス法における裁量信書毛」神戸外大論叢

　　47巻，記念号参照。
（27〕　Ibid．
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本的裁量権の全部または一部を他人に委譲することができる。委譲の期間は，

1年を超えることができない。裁量権の委譲に際して，受託者は，その他の

共同受託者および新受託者を選任する権限を有する者に対して書面で通知し

　　　　　　　　㈱〕なければならない。

　しかし，実際上，この制度は，あま．り利用されていない。その理由は，裁

量権の委譲を受けた者の行為によって一生じた損失につき，・受託者は代位責任

　　　　　　　　㈱〕．
を負うからである。

　（3）1996年土地の信託および受託者選任法9条

　土地を信託財産とする信託については，現在では，1996年土地の信託およ

び受託者選任法（Trusts　of－Land　and　Appointment　of　Trustθes　Act）9

条が規定する。同条は，受託者が，売却を含む，土地に関する受託者として

の裁量権を，成年の受奉者に委譲することを許容する。委譲の期商に制限は

　　個。〕
なく，委譲は，すべてめ受託者が共同して作成した委任状に・よらなければな

　　　｛31〕
らない。

　裁量権を与えられた受益者は，職務の遂行に関して，受託者と同様の地位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制〕に立つが，’ ｻの他わ点においては，受託者とは看傲されない。例えば，受益

者は，一 ｳらに第三者に権限を委譲することはできず’有効な領収書を発行す

　　　　　　　　㈱〕ることもできない。受託者が権限の委譲に際して，合理的な注意を払わなかっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱．た場合に限り，受託者は，受益者の行為’による損失につき責を負う。

　なお，本稿で，「代理人」という場合には，本節で取り上げた「受託者と

しての基本的な職責またぽ裁量権の委譲を受けた者」を除外して議論する。

（28）s．25（4）．

（29）Parker＆Meuow．supra，note（2）at　p．268．
（30）s．9（5）．

（31）日、9（6）．

（32）Hanbury＆Martin，supr邑，noteく3〕at　p．566、
（33）畠、9（7）．

（34）昌．9（8〕．
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V　代理人選任権限の行使方法

1．代理人選任権限の行使

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　傾〕　受託者は，自らの権限を行使すべきか否かについて検討すべきであり，権

限奉行使すると決意した場合には，かかる権限の行使は，信託の利益に資す

　　　　　　　　　　　（朋〕
るものでなければならない。」これが，受託者の権限行使に関する一般原則で

ある。代理人を選任する権限についても，この一般原則が適用される。

　受託者自身が有しない特殊な技能を必要とする職務につき代理人が選任さ

　　　　　　　　　　　　　｛朋〕
れる場合は，一般に問題はない。他方，受託者自身ができたであ．ろう職務の

ためド代理人を選任し本場合であっても，それが信託の利益に資すると考え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕
られる場合には，かかる代理人の選任は適法である。

2、代理木選任権限の行使方法

　信託証書に別段の規定がない限り，受託者は，受託者個人としてg資格に

おいて代理人を選任するのであり，かかる選任をなすにあたっては，合理的

な注意を払わなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　1鋤
　この原早uは，Fry　v．Tapson事件におレ、て明確にされたg一この事件では，

受託者は，．その権限に基づき，譲渡抵当を担保として，信託財産たる金銭を

貸し付ける準備をして・いた。受託者は，抵当不動産に関して，申らの判断で

鑑定人を選任することを怠り，譲渡抵当権設定者が選任した鑑定人に従った。

その結果，．当該融資に？いて．，損失が生じた。受託者は，当該損失を填補す

べきであると判示された。受託者は，鑑定人の選任につき合理的な注意を払

うべきであるとされたのである。

（35）　Klung　v．Klung［1918］2Ch．67．

（36）　Re　Lofthou舵（ユ885）29Ch．D，92！，at930．

（37）　Parkor＆Me11ow畠，sup閉、珂。te（2〕at　p．283．

（38）　Ibid．

（39）　（1884）28Ch．D．268．
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w　受託者と代理人の権限の範囲

　受託者は．，信託の基本的事項については，自ら決定をなすべきであり，こ

れを他人に委ねることはでき’ない，というのが一般原則である。これは，本

稿IV．5．（1〕で述べた原則に他ならない。基本的事項に属するも一の．と．しては，

例えば，裁量信託において，受益者群の中の誰にどれだけの信託利益を付与

するかについての決定が挙げられる。かかる決定は，裁量信託に一あっては，

受託者の基本的義務と看傲されるから，他人への委託は許されず，受託者自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹〕らが決定をなすべきものとされるのである。受託者から委託を受けた他人が

　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕
なした決定は，原則として無効である。

　他方，受託者は，自ら下した決定を実行に移し，または，日常的な信託事

務の処理を遂行するために代理人を使用することは許される。すなわち，端

的に言・えば，受託者は，自ら基本的決定を下さなければならないが，その決

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛地〕走を実行に移すために代理人を使用することは許されるのであ一る。

　これに関連して，受託者は，基本的決定を下す際に，。他人をかかる意思決

　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕
定に参画させることは許されない。しかし，受託者が，．自ら決定を下す際に，

　　　　　　　　　　　　　　　　　幽〕
受益者に相談することは差し支えない6

　また，既述の通り，受託者自らがなし得たであろう行為についても，代理

　　　　　　　　　　　　　㈱〕
人を使用することは許される。これは，一1925年受託者法がもたらした変更点

　　　㈱〕
である。それ以前は，代理人を使用することに合理的必要性がない限り，受

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　147〕託者は，代理人を選任すことが許されなかった。

（40）

（41）

（42）

（43）

（44）

（45）

（46）

（47）

Speight　v．Gaunt（1884）9App．Cas．1．
Wi1目。n　v．Turner（1章83）．22Ch．D．52！一・

P直rker＆M3Hows，富upra，note（2）且t　p．284．

Sa1way　v．Sa1way（183且）2Ru畠昌．＆MyL215．
Frasor　v．Murdooh（ユ881〕6App．Ca畠．855．

Re　Viokery［1931］ユCh．572，
See　s．23く1）．

Speight　v．Gaunt（ユ884）9App．Ca昌．ユ．
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w　代理人の報酬

　以下の三つの要件が満たされる場合には，代理人の選任は適法．であり・，受

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（御託者は，信託財産の申から，適切な報酬を代理人に支払うことができる。

　①受託者が，特定の行為をなすべき代理人を選任する権限を有している

　　こと．。

　②代理人の選任が，信託の利益に資すると考えられること。

　③受託者自らが，代理人選任の決定をな．す．こ・と。

皿　代理人の行為に対する受託者の責任

一1．制定法の規定

　適法に選任された代理人が義務違反によって損失を生ぜしめた場合，当該

代理人を選任した受託者は，責を負うか。以下の二つ制定法の規定が相矛盾

・するために，この問題はやや不明確である。

　一まず；．1925年受託者法23条1項は，受託者に一般的．な代理人選任権限を付

与した上で，「（受託者）は，誠実に（in　good　faith）代理人を選任し・た場合

には，当該代理人の義務違反につき責を負わない」と規定する。

　他方，同法30条は，受託者は自．らの行為，．僻怠，・または，義務違反につい

てのみ責を負い，信託財産たる金銭もしくは有価証券の寄託を受けた者の

行為，解怠，または，義務違反については，．「それが受託者自身の故意解怠

（wi1fuidefauユt）によって生じたのでない限り」責を負わない，と規定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕　なお，これに関連して，19世の判例，Re　Brier事件では，受託者が代理

人に対して合理的な監督を怠った場合には，一受託者は，故意解怠の責を負う

（48）　Tru畠tee　A亡t1925，昌．23（1）．

（49）　（1884）26Ch．D．238．

（62）



と判示された。

　以上のことから，1925年受託者法の23条1項と30条との間に矛盾があるよ

うに思われる。すなわち，受託者が代理人を誠実に選任した後，代理人に対

して合理的な監督を怠り，その結果，損失が生じたとする。このような場合，

もし23条1項を適用すれば，受託者は責を負わないことになる。なぜなら，

同条のもとでの責任の存否は，代理人選任時点における受託者の主観的態様

によって決まるのであり，この設例では，代理人は誠実に選任されたからで

ある。これに対して，もし30条を適用すれば，受託者は責を負うことになろ

う。代理人に対して充分な監督を怠ったことにつき故意憐怠の責任が生ずる

　　　　　　　　　　㈹〕
ことになるからである。

　　　　　　　　　（ヨ1〕
2．Re　Vickery事件

　以上のような不明確さを解消した判決が，1931年のRe　Viokery事件であ

る。この事件では，遺言執行者（eXeCutOr）が遺産の清算を行うために事務弁

護士を雇った。事務弁護土を選任した時点では，遺言執行者は，当該事務弁

護士がふさわしくないという事実について何も知らなかった。3ヵ月後，当

該遺言の受遺者のひとりが，この事務弁護士が，以前，免許停止処分を受け

ていたという事実を遺言執行者に告げた。この受遺者は，遺言執行者に対し

て，事務弁護士の更迭を要求するとともに，少なくとも遺産の預金を払い戻

すことができないように，事務弁護士に署名のある委任状を所持させないよ

う要求した。遺言執行者は，この要求を聞き入れず，当該事務弁護士に預金

の払い戻しを委託した。その後，事務弁護士は，預金を払い戻して，姿をく

らました。そこで，受遺者が．遺言執行者に損失の填補を求めて訴訟を提起

した。

（50）　Hanbury＆Martin，日upra，note（3）at　p．563－564；Parker＆Mellow昌，富upm，note
　（2〕atp．285．

（51）　［1931］1Ch．572．

　　　　　　　　　　　　　　　（63）



　モ」ム裁判官（Maugham　J．）は，事務弁護士は誠実に選任されたから，

遺言執行者は，1925年受託者法23条の責・を負わず，さらに，30条の故意憐怠

の責も負わないと判示した。

　故意憐怠の意義について，モーム裁判官は，代理人に対する監督上の過失

　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛ヨ里〕
を故意解怠と捉える従来のRe　Brier事件判決の立場を変更し，Re　Trusts　of

　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕Leeds　City　Bre★ery　Ltd．’s　Deed事件およびRe　City　Equitab1e　Fire

　　　　　　　幅）Insurance　Co．事件を引用しつつ，次のような結論を導いた。すなわち，同

裁判官によれば，一故意解怠とは，過失もしくは義務違反の認識，ま’たは，一未

必の故意（reck1essness）を意味する。すなわち，故意解怠とは，単なる監督

上の過失にとどまらず，一それ以上の主観的態様を必要とすることになる。

3．判決に対する批判

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　峨〕　しかし，この判決に対しては，学説の批判が強い。まず第一の批判点は，

実質的に見て，この判決が受託者に，代理人を監督する義務を免除したかに

見えるという点であ一る。代理人の選任上の過失については，ユ925年受託者法

23条！項が受託者の責任を規定しているが，代理人の監督上の過失について

は，受託者はいかなる場合も責を負わないということになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　制〕　第二の批判点は，前述のRe　Brier事件の原則を変更することは，制．定法

解釈上，一計されない，というものである。1925年受託者法は，一般に，過去

の制定法を統合した法律（統合法）であり，同法30条は，1859年財産法改正法

（Law　of　Property・Amθndment　Act〕31条を再規定レたものであるdRe

Brier事件判決は，この旧法に基づいている。・よって，統合法の解釈に変更

を加えたRe　Vickery事件判決は，「統合法は，法を変更しない」という原則

（52）　（ユ884）26Ch．D．238．

（53）　口925］Ch．532．

（54）　［1925］Ch．407．

（55）　（1931）47LQ．R．330－332（P〇七t帥）；（193ユ）47レ．Q．R．463－465　（Ho1d昌worth）i

　（1959）22M．L．R．38！（Jone昌）；Parker＆Menow昌，supr邑，ho士e（2プat古p．286－287．以

　下の叙述は，これらの文献に依拠している。
（56）　（1884）26Ch．D．238．

　　　　　　　　　　　　　　　（64）



に反することになる。

　第三の批判点は，モーム裁判官が依拠したRe　City　Equitab1e　Firθ

　　　　　　　　／ヨr〕
Insurance　Co．事件は，故意＝解怠の定義を示しているが，この判例は信託法

とは無関係であり，信託法のもとでの故意解怠は合理的注意の欠如をも含む，

より広い意味をもつ，というものである。

　以上より，1925年受託者法23条1項と30条とを整合的に解釈するためには，

Re　Bri6÷事件の原則を維持すべきであろう。すなわち，23条1項により，

代理人の選任に過失があった場合には，代理人の義務違反によって生じた，

いかなる損失についても，受託者は責を負うが，代理人の選任に過失がない

場合には，代理人の監督に過失があれば，受託者は，30条の故意憐怠の責を

負う一ものと解すべきであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕　なお，その後の判例，Re　Lucking’s　Wi11Trusts事件において，クーロス

裁判官（Cross　J．）は，受託者によって選任された取締役（信託財産たる株式

の発行会社σ）取締役）は，30条の「信託財産たる金銭または有価証券の寄託

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1；肋を受けた者」ではないとし，Re　Vickery事件の原則の適用を回避・した。

lX　おわりに

　信託受託者の自己執行義務の問題は，近年，イギリスの法改革委員会（Law

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹lRefom　Committee）の検討対象とされた。委員会は，次のような提言を行っ

た。まず，本稿wで見た代理人の報酬の問題については，受託者の知識・経

験，および，報酬の水準を考慮に入れて，合理的と判断しうる費用に限り，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1冊〕
受託者は信託財産から支出することができるものとすべきである。また，本

（57）　［ユ925］Ch．407．

（58）［1968］ユW．L．R．866．

（59）この判例については，次の文献を参照されたい。Ha口bury＆Martin．日upra，note（3）
at　p．563．

（60〕　23rd　Report，The　Power日and　Dutio昌。f　Tru目tees（工982Cmnd．8733）．

（61）　Ibid．p且ra．4．6．

　　　　　　　　　　　　　　　（65）



稿皿で考察した1925年受託者法23条1項および30条の問題については，代理

人の使用が合理的であり，代理人の選任および監督につき合理的な注意が払

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛醜〕
われている限り，受託者は，責を負わないものとすべきである，と。これら

の提言は，立法化に向けて再検討されるべきであろう。

　より最近では，信託受託者による投資裁量権の他人への委譲に関する法が

不明確であるから，これを明確にすべく立法措置を講じるべきである，との

　　　　　　　　1鋤主張がなさ札でいる。本稿IV．5．で考察した問題に関連する。現状では，

年金信託（penさion　trust）については，1995年年金法（Pensions　Act）34条に

規定があるが，その他の信託については，法に不明確な点が多い。投資裁量

権はパ裁量信託における受益者選定権と並んで，受託者の基本的権限のひと

つとされているが，1925年受託者法25条に基づいて，受託者が投資マネジャー

を選任した場合，受託者は投資マネジャーの行為につき代位責任を負うこと

になろうが，法政策的にはそれでよいのか，受託者は，信託証書に規定がな

い限り，信託財産から投資マネジャーへの報酬を支出できないのか，といっ

　　　　　㈱〕た問題が残る。投資裁量権の委譲の問題についても法整備が期待される。

（62）　Ibid．p乱ra昌．4．9－4．11．

（63）　（1990〕106L．Q．R．8？（D．Hayton）．

（64）Hanbury＆Martin，supra，noto（3）at　pp．567－568参照。

（66）


